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平成５年に旧郵政省に入省後、省庁再編により総務省へ。不正アクセス禁止法の制定、電
気通信事業におけるプライバシー保護、プラットフォームを巡る諸課題への対応等の消費者行
政に⾧年携わる。令和２年７月より、情報通信分野のサイバーセキュリティ対策を担当し、令
和３年１０月より現職。現在、ナショナルサート機能の強化を始めとして、昨年９月に策定さ
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